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JSGニュースレター 

自由貿易港区(FTZ)に係る租税優遇 

関連弁法の改正について 

 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

米中貿易摩擦により、一部の企業が JIT（ジャスト・イン・タイ

ム）のサプライ・チェーンのニーズを満たすため、生産ラインの調整や

台湾国内におけるグローバル・ロジスティクス・センターの設置を進

めており、併せて 2018 年 12 月 28 日付の「自由貿易港区(FTZ)設置管

理条例」第 29 条の改正に対応するため、交通部は 2019 年 10 月 9 日

付で「営利事業が自由貿易港区(FTZ)において従事する貨物の購入、輸

入通関、保管及び運送に関する営利事業所得税の免税弁法」を公表しま

した。当該弁法は公表日から効力を生じています。今回の法令改正に

係る主なポイントについては、下表の通りです。 
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改正ポ

イント 

改正前 

(従前は「台湾国外、大陸地

区、香港又はマカオの営利事

業が自由貿易港区(FTZ)にお

いて従事する貨物の保管又は簡

易的な加工に関する営利事業所

得税の免税弁法」) 

改正後 

「営利事業が自由貿易港区

(FTZ)において従事する貨物の購

入、輸入通関、保管及び運送に関

する営利事業所得税の免税弁法」 

適 用 対

象 

 台湾国外営利事業又は

その台湾支店。 

 台湾国内において準備

的・補助的性質の活動の

みに従事する営利事業。 

免 税 活

動 の 適

用範囲 

 自由貿易港区(FTZ)にお

いて従事する貨物の保

管、運送又は簡易的な

加工による所得。 

 自由貿易港区 (FTZ)にお

ける購入、輸入通関、保

管及び運送による所得。 

 台湾国内での一部の購

入の取引に係る所得も免

税申請が可能とした。 

 保管又は運送活動による

所得に関して、台湾国

外 へ の 販 売 で は あ る

ものの台湾国内の保管所

又は加工所まで運送する

場合の所得、及び台湾国

内 へ の 販 売 で は あ る

ものの台湾国外の保管所

又は加工所まで運送する

場合の所得についても、

免税申請が適用可能で

あると明確に規定した。 

 簡易的な加工の定義を削

除したものの、従前簡易

的な加工に含まれていた

一部の活動を免税範囲に

包含させた。 

免 税 取

引 の 範

囲 

 台湾国外の客先への販

売による所得は免税と

する。台湾国内の客

先への販売による所

得は、所得総額の 10％

以内の部分は免税、

10％を超えた部分は課

税とする。 

 台 湾 国 内 ・ 国 外 の 客

先への販売による所得が

免税となると共に、個

別の貨物が免税活動の適

用範囲に一致し、且つ明

確に所得計算が可能と

なる部分も免税申請が可

能とした。 

申 請 手

順 

 当年度の営利事業所得

税確定申告の期限日の 1

ヶ月前までに、関連書

類を添付し、管理機

関に台湾国外営利事

業 の 自 由 貿 易 港 区

(FTZ)における貨物の保

管又は簡易的な加工の

証明書の発行を申請し

 所得発生年度の翌事業年

度における 3 か月目の最

終日までに、関連書類を

添付し、管理機関に対し

営利事業が台湾国内にお

いて準備的・補助的性

質を有する活動にのみ従

事 し 、 自 由 貿 易 港 区

(FTZ)が貨物の購入、輸入



なければならず、当年

度の営利事業所得税確

定申告の際に、所定の

様式に記載の上、関連

書類を添付し、免税申

請を提出する。 

通関、保管及び運送活

動に従事していることに

係る証明書の発行を申請

しなければならず、当年

度の営利事業所得税確定

申告の際に、所定の様

式に記載の上、関連書

類を添付し、免税申請を

提出する。 
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日商組新聞稿 

自由貿易港區租稅優惠相關辦法修正案 

 

因應中美貿易戰，部分企業有調整產線或在我國設立全球運籌物流中心以建

立即時供貨(just in time)供應鏈之需要，並配合 2018 年 12 月 28 日自由

貿易港區設置管理條例第二十九條之修正，交通部於 2019 年 10 月 9 日公

告「營利事業於自由貿易港區從事貨物採購輸入儲存或運送免徵營利事業所

得稅辦法」，並自發布日生效。本次修法重點摘要如下，若有疑問或相關意

見，歡迎您與我們聯繫。 

 

 

 

 

 

 

修法重點 修法前(原「外國大陸地區香

港或澳門營利事業於自由貿易

港區從事貨物儲存或簡易加工

免徵營利事業所得稅辦法」) 

修法後「營利事業於自由貿易港

區從事貨物採購輸入儲存或運送

免徵營利事業所得稅辦法」 

適用主體  外國營利事業或其在台灣

分公司。 

 在中華民國境內僅從事準備

或 輔 助 性 質 活 動 之 營 利 事

業。 

免稅活動

適用範圍 

 在自由貿易港區內從事貨

物 儲 存 、 運 送 或 簡 易 加

工。 

 在自由貿易港區內採購、輸

入、儲存或運送； 
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 放寬部分境內採購之交易模

式亦得申請適用免稅； 

 針對儲存或運送活動，明訂

外銷但運送至境外客戶在境

內之儲存或加工處所，以及

內銷但運送至境內客戶在境

外之儲存或加工處所，亦得

申請適用免稅； 

 刪除簡易加工定義，將現行

簡易加工之部分活動，納入

免稅活動範圍。 

免稅交易

範圍 

 銷售貨物予國外客戶所得

免稅。銷售貨物予國內客

戶佔全部銷售額 10%部

分以內免稅，超過 10%

部分要課稅。 

 銷售貨物予國內、國外客戶

所得皆免稅。同時，亦放寬

可就個別貨物符合免稅活動

範圍且能明確計算所得的部

分，申請適用免稅。 

申請程序  應於辦理當年度營利事業

所得稅結算申報期限截止

日前一個月前，檢附文件

向管理機關申請核發符合

外國營利事業於自由港區

從事貨物儲存或簡易加工

證明函；並於辦理當年度

營利事業所得稅結算申報

時 檢 附 相 關 文 件 申 請 免

稅。 

 應於所得年度之次一會計年

度第三個月終了日前，檢附

文件向管理機關申請核發符

合營利事業在中華民國境內

僅從事準備或輔助性質之活

動 於 自 由 港 區 從 事 貨 物 採

購、輸入、儲存或運送證明

函；並於辦理當年度營利事

業所得稅結算申報時依規定

格式填報並檢附相關文件申

請免稅。 
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